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［来日前の手続き］ 

１．手続きの流れ 

①受入教員と外国人研究者の共同研究実施の合意 

   ↓ 

②受入教員より所属部局長宛に受入承認申請（各部局庶務係が窓口） 

   ↓ 

③受入部局の審議機関の議により受入承認 

   ↓ 

④受入部局長より学長宛に受入承認申請 

   ↓ 

⑤受入承認（国際交流部長専決） 

   ↓                                     
            （以下「在留資格認定証明書」交付申請を行って査証手続きをする場合） 

⑥受入許可書の発行（各部局） 

   ↓ 

⑦在留資格認定証明書の交付申請 

   ↓ 

⑧在留資格認定証明書の交付・外国人研究者へ送付 

   ↓ 

⑨外国人研究者が自国の日本公館にて査証申請 

   ↓ 

⑩査証の交付 

   ↓ 

⑪日本入国 
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２．在留資格認定証明書交付申請手続き 

①申請手続き 

３ヶ月以上日本に滞在する場合、査証（ビザ）が必要となります。査証は、外国人研

究者が自国の日本公館にて申請します。査証申請の時、日本の法務省入国管理局で発行

される「在留資格認定証明書」があれば承認までの期間が短くなります。在留資格認定

証明書を取得するには、まず、受入教員が研究者の代理人として在留資格認定証明書交

付申請に必要な書類（国際交流センターホームページ「外国人研究者向け」の「在留資

格申請書様式」を参照）をそろえ、境港にある「広島入国管理局境港出張所」へ持参し、

交付申請を行います。申請後１～３ヶ月で在留資格認定証明書が発行され、入国管理局

から受入教員へ郵送されますので、受入教員はそれを研究者へ送付してください。 

 

※取次申請 

２ヶ月に一度、国際交流センター教員及び国際交流課職員が取次申請を行います。

取次申請受付は取次申請を行う月の中旬３日間で行い、月末に広島入国管理局境港

出張所へ申請に行きます。受付日は国際交流センターホームページの「外国人研究

者向け」に掲載します。 

 

 

②在留資格の種類 

 「教授」   ： 本邦の大学若しくはこれに準ずる機関又は高等専門学校において

研究、研究の指導又は教育をする活動。 

          在留期間 １年又は３年 

  

「文化活動」 ： 収入を伴わない学術上若しくは芸術上の活動又は我が国保有の文

化若しくは技芸についての専門的な研究を行い若しくは専門家の

指導を受けてこれを習得する活動（「留学」「就学」「研修」の在留

資格に相当する活動を除く）。 

         在留期間 ６ヶ月又は１年 

 

 

 

３．住居について 

 各自手配してください。 

 空室があれば国際交流会館（留学生及び外国人研究者を対象とした寮）に１年間入居

することができます。 



3 

国際交流会館への入居を希望する場合には、来日３週間前を目安に国際交流課へ入居

申請書を提出してください。なお、受入教員が代理申請を行うことも可能です。 

 

 

 

 

［来日後の手続き］ 

１．外国人登録 

９０日を越えて日本に滞在する予定の外国人は、入国してから９０日以内に市役所で

外国人登録の申請をする必要があります（鳥取地区：鳥取市役所南庁舎、米子地区：米

子市役所）。外国人登録は、外国人の居住関係と身分関係を明確にし、出入国管理行政

を始め、教育、福祉、医療費などの行政を行う上での資料となります。 

 

新規登録の申請  鳥取市役所の窓口備え付けの「外国人登録申請書」に所定の事項を

記入し、旅券及び写真２枚を添えて窓口に提出します。 

 

発     行  新規登録申請時に、外国人登録証明書の発行日が通知されるので、

指定された期間内に受け取る必要があります。 

         発行後は常にこれを携帯し、入国審査官、入国警備官、警察官など

から提示を求められた場合はこれを提示しなければなりません。 

 

返     納  出国する場合は再入国許可を受けて出国する場合を除き、外国人登

録証明書を出入国港で入国審査官に返納しなければなりません。 

 

 

 

 

２．国民年金  

 日本に住んでいる２０歳以上６０歳未満の人は全て国民年金に加入する義務があり

ます。市役所の国民年金担当課で加入手続きをしてください（鳥取地区：鳥取市役所南

庁舎、米子地区：米子市役所）。 

 ただし、保険料免除制度を活用することによって保険料が全額または半額免除となる

ことがあります。以下の条件にあてはまれば免除対象となります。 
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全額免除 

 前年の日本での所得＜（扶養親族等の数＋１）×３５万円＋２２万円 

半額免除 

  前年の日本での所得＜１１８万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等 

 

国民年金では７月から翌年６月までが１年度です。したがって、４月に免除申請を行

い免除が認められていても、７月に改めて新年度の免除審査のための書類提出が求めら

れる場合があります。なお、前年の日本での収入を基準として免除額が決定されるため、

来日した年は全額免除となります。 

 国民年金保険料を支払った外国人が帰国する場合、国民年金の第１号被保険者として

の保険料納付期間が６ヶ月以上あれば脱退一時金が支給されます。脱退一時金の支給を

希望する時は、帰国後２年以内に請求書に必要書類を添付して、社会保険業務センター

に郵送してください。 

保険料納付済期間 受給金額 

６ヶ月以上１２ヶ月未満 ４０，７４０円 

１２ヶ月以上１８ヶ月未満 ８１，４８０円 

１８ヶ月以上２４ヶ月未満 １２２，２２０円 

                      ※平成１８年６月現在 

 

 

 

３．国民健康保険 

 日本に一年以上滞在する人は国民健康保険に加入する義務があります。 

 国民健康保険制度に加入すると、保険料の支払い義務が生じますが、医療機関で国民

健康保険被保険者証を提示することにより、かかった医療費の３割負担で病気やケガの

治療が受けられるため、万一、海外旅行傷害保険から支払われる保険金の限度額を超え

る費用を要する病気やケガをした場合にも安心です。 

 加入の手続きには外国人登録証明書とパスポートが必要ですが、詳しいことは市役所

の国民健康保険担当課に問い合わせてください（鳥取地区：鳥取市役所南庁舎、米子地

区：米子市役所）。 

 また、他の市町村へ転出、帰国したとき、家族の誰かが出産・死亡したとき、または

保険証を紛失したときは手続きが必要です。手続きをしていなければ保険証が無効扱い

になりますので注意してください。 
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［一時出国の手続き（本国への帰国も含む）］ 

１．再入国許可 

 日本に在留する外国人が、許可されている在留期間内に、一時的な用務で本国又は第

三国へ出国した後、再び日本で在留するために入国しようとする場合には、出国する前

に再入国の許可を受けておく必要があります。もし再入国許可を受けずに出国した場合、

改めて海外で日本公館に出頭し査証を取得しなければ、日本へ入国することができない

ので、注意してください。 

 再入国許可申請書の様式は国際交流センターホームページ「外国人研究者向け」の「在

留資格申請書様式」に掲載しています。 

 

 


